
書式第 12号 (法第 28条関係 )

事業名 事業内容
施

時

実

日

施

所

実

場

従事

者の

人数

受益対象者

の範囲及び

人   数

事業費の

金  額
(円 )

持続可能な社

会基盤に関す

る研究事業

研究事業として主に以下

のテーマで実施した。

・インフラ施設の長寿命化

・インフラ施設の安全防災

・カーボンニュー トラル他

新型コロナの影響で,全
研究員が在宅となり, ミッ

ション達成するための会員

全体での研究会実施が難し

いことから,少人数での研
究会となった。

通年 事務所 39

不特定多数

(社会基盤施設

管理者、建設産

業関係者、教育

機関関係者な

ど)

2,033,193

令和 4年度  事業報告書
令和 4年 4月 1日から令和 5年 3月 31日まで

特定非営利活動法人持続可能な社会基盤研究会

1 事業の成果

日本版ナスティナブル・コンストラクションを確立し、持続可能な社会を実現するために①安心して
生活できる社会基盤を創り上げる、②社会基盤を長く快適に利用できるよう長寿命化する、③建設事業
の環境負荷低減を推進する、④建設産業の事業変革を支援する、ことをミッションとしている。
本年度は,これらミッションを達成するために「持続可能な社会基盤をテーマとした研究事業」及び建
設事業関連の顧客から依頼された「ミッションに関連する技術開発等への支援」を実施した。

日本では 2030年に S∝iew4.0の 「情報化社会」から S∝iew5.0の 「超スマー ト社会」に変化するこ
とが内閣府から公表されており,今後,社会が求めるものも変化することが予想される。この変化に対応
すべく,製造業を中心に「モノを作るだけでなくサービス化」へと事業変革に取り組んでいる。 建設産
業もゼネコンを中心にオープンイノベーション等事業変革への取り組みが始まっている。

ミッションを達成するための研究事業として,前年度に引き続き,今後建設投資が増える分野である
「維持管理・更新分野」「防災・滅災分野」に必要とされる技術を検討した。また,2050年には国際公約
としてカーボンニュー トラルが求められることから,その一環として「コンクリー ト分野の脱炭素」への
検討を実施した。
また,前年度に引き続きプレストレスト・コンクリー ト事業者からの依頼により,施工技術のスキルア
ップ指導を現地で実施した。ひび割れ等の欠陥を防止することで構造物の長寿命化に貢献することを目
的としている。

いずれも,当法人の4つのミッション実現につながっていることから,次年度以後も取り組んでいく
計画である。

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業



学術機関への

研究助成事業 今年度は実施していない。

r日 本版サス

ティナブル・コ

ンス トラクシ

ョン」に寄与す

る技術への支

援事業

富士ピー・ェスからの依

頼で高耐久性 PC構造物に
するための技術支援を実

施。今年度は,国道 18号上

田バイパス跨道橋工事,PC
斜材付きπ型ラーメン橋建

設工事を対象に現地検討会

を実施した。

事業依頼者
の指定日

事務所

依頼者現場

事業依頼者

施設管理者

建設業など

45 944,060

(2)その他事業

事 業 名 事 業 内 容
実 施

日 時

実 施
場 所

従事者

の人数

事業の

金 額

(千円)

建設資材の物品販売 ,

仲介事業
今年度は実施していない ] 0

建設関連コンサルテイ

ング事業
今年度は実施していない 0 0



書式第14号 28

科   目

令和4年度 活動計算書

令和4年4月 1日から令和5年 3月 31日 ま中で

物む樺椰1脂動

に係る事業
その他事業 合 計

1,200,OЮ0

円)

1,512,0∞

154,013

301,400

122,280

猟D,52Ю

0

場 田 )

590,040

0

21QlⅨЮ

1,XЮ,αЮ

I 経常収益
1 受取会費
研究員として参加

賛助会員受取会費

2 受取寄附金
受取翻附金

施設等受入評価益

ポランティア受入評価益

3 受取助成金等
受取補助金

4 事業収益
① 施工技術のスキルアップ

5そ の他収益
受取利息

経常収益計

Ⅱ 経常費用
1事業費
(D人件費
給料手当

ボランティア評価費用

人件費計

C)その他経費
会議費

研究会参加費

顧客検討会参加費

出張旅費

原稿執筆料

委員会等参加費

印刷製本等外注費

寄附金

その他経費計

事業費計

2管理費
(D人件費
給料手当

ポランティア評価費用

人件費計

0)その他経費
施設等評価費用

通信運搬費
レンタルサーーパー

０

０

０
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０
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ｎ
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０

０

a476

14,184

０

０

Q476

14184
ｎ

〉 1,319,140

L5〔b,14Ю
Ａ
Ｕ 1,535,10

4,512,398 Ａ
Ｕ 4512,393

消耗品費

減価償却費

旅費交通費

名刺その他

その他経費計

管理費計

経常費用計

当期経常増減額 ▲%4,233 ｎ

）
▲%4,298

Ⅲ 経常外収益
経常外収益計 0 0 0

ｎ

〉 0 ハ
Ｕ

0 0 D

▲盟И,褒)3 0 ▲264,293

0

11,851,846

11,587.,tヌ53

Ⅳ 経常外費用

経常外費用計

経理区分振替額

税引前当期コ味財産増減額

法人税,住民税及嘲
前期繰越正味財産

次期繰越正味財産 (内未収金 0



書式第 15号 (法第 28条関係)

令和 4年度 貸借対照表
令和 5年 3月 31日現在

(単位 :円 )

科    目 金   額
I 資産の部

1 流動資産

現金・預金

未収金

流 動 資 産 合 計

2 固定資産
(1)有形固定資産

車両等運搬具

パソコン等・什器備品

有形固定資産計

(2)無形固定資産

無形固定資産計

(3)投資その他資産

投資その他資産計

固 定 資 産 合 計

責 産 合 計

Ⅱ 負債の部
1 流動負債
未払金

流 動 負 債 合 計

2 固定負債
長期借入金

その他

固 定 負 債 合 計

負 債 合 計

Ⅲ 正味財産の部
前期繰越正味財産

当期正味財産増減額

正 味 財 産 合 計

負 債 及 び 正 味 財 産 合 計

11,587,553

0

０

０

０

　

　

０

　

　

０

0

０

０

11,587,553

0

11,587,553

0

0

0

11,851,846

▲264,293

11,587,553

11,587,553



書式第16号 (法第28条関係)

技術支援
持続可能な社会基

盤の研究
施工のスキルアップ支

欄呈によるfbenイヒ

期 割 l計 制 剛 :冊 合 計科 目

ＡＵ

810,αЮ

Ｕ^

81■000

＾
Ｕ

1,騒Ю,αЮ

0

213町αЮ

0

1,512000

ｎ

）

1,512αЮ

0

1,騨犯,000

Ｕ^

2832αЮ

0

1,41QαЮ

L200,000

2161田

0

0

lm

l,4161∞

0

292■αЮ

l,瀾0,000

1,72町000

0

■32町 OЮ0

100

4,24Ql(Ю

I経常収益
1.受取会費
2.受取寄付金

施設等受取評価

ポラ″ィア受入評価

3.受取助成金等
4.事業収益
5。 その他収益

経常収益計

０

　

０

　

０

ｎ

〉

7",mD
ＡＵ

7鴫000

7銘000

Ｕ^

21QαЮ

0

1,72ι000

Ⅱ 経常費用
(0人件費
給料手当

ポラ″ィア評価費用

ｎ
）

702,000

Ａ
Ｕ

81QαЮ

0

L5111000

7鴫000 81QαЮ L512αЮ 216000 1,728000人件費計

② その他経費

会議費

研駕議珈 費

顧客検討会参加費

出張費

原稿執攀料

154,013

∞1,400

100,αЮ

157,740

0

0

0

228)
111,7m

0

“

40"

“

L」m
u22D
麟B●
"0

０

０

０

０

０

154,013

001,4Ю0

112,2Ю

χD,52Ю

0

令和4年度 計算書類の注記

令和4年 4月 1日から令和5年 3月 31日まで

囀定非増制活壼,法人詩続可能な社会1葛盤研究会

重要な会計方針

計算書類の作成は、NR〕 法人会計基準 ②腱0年 7月 20日 lЮll年 11月
"日
一部改正 NR)法人会計基準協議

会)によつています。

(1)施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理

施設の提供等の物的サービスの受け入れは、活動計算1書に計上していま
.す
。また、計上額の算定方法は「3.施設

の提供等の物的サービスの受け入れの内訳」に記載しています。

②ボランティアによる役務の提供を受けた場合の会計処理

ポランティアによる役務の受け入れは、活動計算書に計上しています。また、計上額の算定方法は「3.ボランテ

ィアによる役務の受け入れの内訳」に記載しています。

(3)消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税込方式によっています。

2.事業別損益の状況



委員会等参加費

減価償却費

作成製本印刷費

書籍購入費

通信運搬費

レンタルサーパー

施設等評価費用

消耗品費

その他(寄付盤獲9

０

０

０

０

０

０

4om
0

590,040

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

場 000

0

国QαЮ

0

0

0

0

0

鴫 4B〕

1メ閣0,000

,476

4184

場 側 )

0

590,040

0

0

%,4Ю

L280,000

0,476

14184

その他経費計 1,33L198 1略080 1,4“,2B 1,319,14Ю 2784396

経常費用計 2αB,198 %4060 297■28 1,贋賜,14Ю 4512398

当期経常増減額 ▲1,33L198 L185,940 ▲162" ▲119,0輸 ▲:醜12田

3.施設の提供等の物的サービスの受入れの内訳

4.活動の原価の算定にあたって必要なボランティアによる役務の提供の内訳

内容 金額 算定方法

研究及疇

96人
1,πB,000円

単価は当法人の規定に従つて、18βЮ円/人 。日であることに準じてい

ます。

その他、「使途等が制約された寄付金」、「固定資産」、「役員及び近親者との取引」、「その他特定非営利活動法人の資産、負

債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明ら力1こするために必要な事唄!については、発生していません。

内容 金額 算定方法

法人事務所の無償利用 1,2Ю,000円
事務所の所在地である赤坂周辺で同規模のレンタルオフィスを借りると

ほぼ10万円/月であることに準じています。



書式第 15号 (法第 28条関係)

令和 4年度 財産目録

令和 5年 3月 31日現在

円 )

科   目 金   額

11,587,553

0

11,587,553

Ａ
Ｕ

0

【
Ｌ

流 動 資 産 合 計

2 固定資産
(1)有形固定資産

車両等運搬具

パソコン等什器備品

有形固定資産計

(2)無形固定資産

無形固定資産計

(3)投資その他資産

投資その他資産計

固 定 資 産 合 計

資 産 合 計

1 流動負債
未払金

金融機関からの短期借入金

流 動 負 債 合 計

2 固定負債
金融機関からの長期借入金

固 定 負 債 合 計

負 債 合 計

正 味 財 産

I 資産の部

Ⅱ 負債の部

1 流動資産
現金預金

手元現金

銀行普通預金

未収金

11,587,553

7,120

11,580,433

0

０

０

ｎ

〉

０

０

０

　

　

０

　

　

０

11,587,553



書式第 13号

令和4年度 役員名簿及び
役員のうち報酬を受けたことがある者の名簿

令和4年 4月 1日 から令和 5年 3月 31日 まで

特定非営利活動法人持続可能な社会基盤研究会

役 名 氏   名 就任期間 報酬を受けた

期  間

理事 辻 幸和
令和4年4月 1日

令和 5年3月 31日
無報酬

理事 横沢 和夫
令和4年4月 1日

令和 5年3月 31日
無報酬

理事 安藤 哲也
令和4年4月 1日

令和 5年3月 31日
無報酬

理事 勝又 正治
令和4年5月即日

令和 5年3月 31日
無報酬

理事 鈴木 康範
令和4年5月 20日

令和 5年3月 31日
無報酬

監事 万木 正弘
令和 4年4月 1日

令和 5年3月 31日
無報酬



ヽヽ ―ヽヽ ｀民

書式第 3号 (法第 29条関係 )

社員のうち10人以上の者の

氏   名

1

2

天野 光一

安藤 哲也

3 小山 純子

4

5

勝又 正治

鈴木 康範

辻 幸和6

7 福手 勤

安田 登B

9 万木 正弘

10 横沢 和夫

11


